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第 １ 決 算 書 類







(1)　収益的収入及び支出

収　　入

第１款

第１項 営 業 収 益

第２項 営 業 外 収 益

第３項 特 別 利 益

支　　出

当初予算額
予備費
支出額

流　用
増減額

小　計

円 円 円 円

第１款 462,061,000 0 0 457,987,000

第１項 営 業 費 用 386,554,000 0 0 381,754,000

第２項 営 業 外 費 用 72,680,000 0 0 73,406,000

第３項 特 別 損 失 2,727,000 0 0 2,727,000

第４項 予 備 費 100,000 0 0 100,000

税込収支差引 125,633,157

0

0

0

円

0

0

下 水 道 事 業 費 用

当 初 予 算 額

174,176,000

371,612,000

2,000

545,790,000

補正予算額

円

補 正 予 算 額

円

予 算 額

円

地方公営企業法第24条
第 ３ 項 の 規 定 に よ る
支出に係る財源充当額

予 算 額

△ 4,074,000

下 水 道 事 業 収 益

区 分

区 分

△ 4,800,000

0

地 方 公 営 企
業 法 第 24 条
第３項の規定
による支出額

0

0

0

△ 4,800,000

0

１．平成29年度蟹江町

0

△ 4,800,000

726,000

0

円

0

－ 1 －



（消費税及び地方消費税込）

円
うち、仮受消費税及び地方消費税

12,569,149

うち、仮受消費税及び地方消費税

12,569,104

うち、仮受消費税及び地方消費税

45

うち、仮受消費税及び地方消費税

0

（消費税及び地方消費税込）

地 方 公 営 企
業 法 第 26 条
第２項の規定
による繰越額

円 円 円

0 423,765,993 34,221,007

0 350,064,006 31,689,994

0 71,048,139 2,357,861

0 2,653,848 73,152

0 0 100,000

備 考

円
うち、仮払消費税及び地方消費税

12,003,028

うち、仮払消費税及び地方消費税

12,003,028

不 用 額

予 算 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

円

8,409,150

△ 4,255,271

12,666,421

△ 2,000

備 考

0

0

0

0

うち、仮払消費税及び地方消費税

0

うち、仮払消費税及び地方消費税

0

うち、仮払消費税及び地方消費税

100,000

決 算 額

円

549,399,150

169,920,729

379,478,421

0

地 方 公 営 企
業 法 第 26 条
第２項の規定
による繰越額

円

0

0

174,176,000

366,812,000

381,754,000

円

540,990,000

予 算 額

決 算 額

2,000

予 算 額

合　計

円

457,987,000

合 計

下水道事業決算報告書

73,406,000

2,727,000

－ 2 －



(2)　資本的収入及び支出

収　　入

第１款

第１項 企 業 債

第２項 負担金及び分担金

第３項 固定資産売却代金

第４項 国 庫 補 助 金

第６項 一般会計補 助金

第７項 一般会計出 資金

支　　出

第１款

第１項 建 設 改 良 費

第２項 企 業 債 償 還 金

第３項 予 備 費

資本的収入から一般会計出資金を除いた額が資本的支出額に不足する額 59,749,934円は、当年度分消費税

地 方 公 営 企 業 法
第 26 条 の 規 定
に よ る 繰 越 額 に
係 る 財 源 充 当 額

予 算 額

当初予算額 補正予算額
流　用
増減額

小 計

0

円

0

予 算 額

4,800,000 0

4,800,000 0

0 0

0 097,111,000

100,000 100,000

円 円 円

1,048,027,000 1,052,827,000

97,111,000

1,145,238,000

0

円

1,150,038,000

0

円

0

00

0 0

139,675,000

継続費
逓　次
繰越額

円

0

地方公営企
業法第26条
の規定によ
る 繰 越 額

0

0

500,000,000500,000,000 0

422,750,000 0 422,750,000

資 本 的 支 出

区 分

134,875,000 4,800,000 0

1,000 0 1,000

46,883,00046,883,000 0

0

457,000,000 0 457,000,000 0

区 分
当 初 予 算 額 補 正 予 算 額

資 本 的 収 入 1,561,509,000 4,800,000

円 円

小 計

円

1,566,309,000

－ 3 －



（消費税及び地方消費税込）

（消費税及び地方消費税込）

円
うち、仮払消費税及び地方消費税

70,585,366

うち、仮払消費税及び地方消費税

70,585,366

うち、仮払消費税及び地方消費税

0

うち、仮払消費税及び地方消費税

0

及び地方消費税資本的収支調整額 3,066,608円及び引継金 56,683,326円で補てんした。

422,750,000

139,675,000

決 算 額

円

1,551,842,160

450,500,000

38,917,160

0

422,750,000

合 計

円

1,566,309,000

457,000,000

46,883,000

0

00 1,219

100,000

円

38,445,906

38,344,687

97,111,000

0

1,150,038,000

1,052,827,000

97,109,781

0 0

0

0
100,000

0 0

円

1,111,592,094

1,014,482,313

円

0

0

円 円

0 0

円

△ 14,466,840

△ 6,500,000

0

0

0

0

予算額に比べ
決算額の増減

不 用 額

円

合 計

継続費逓次繰越額
に係る財源充当額

予 算 額

決 算 額

0

予 算 額

0

0

翌 年 度 繰 越 額

00

うち、仮受消費税及び地方消費税

0139,675,000

継続費
逓　次
繰越額

合　計

地方公営企
業法第26条
の規定によ
る 繰 越 額

500,000,000500,000,000

うち、仮受消費税及び地方消費税

0

円

備 考

うち、仮受消費税及び地方消費税

0

うち、仮受消費税及び地方消費税

0

0

△ 1,000

△ 7,965,840

1,000

うち、仮受消費税及び地方消費税

うち、仮受消費税及び地方消費税

00

備 考

0

円
うち、仮受消費税及び地方消費税
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（単位：円）

１　営業収益

(1) 下 水 道 使 用 料 157,113,825

(2) そ の 他 営 業 収 益 237,800 157,351,625

２　営業費用

(1) 管 渠 費 5,484,065

(2) 総 係 費 47,248,770

(3) 流域下水道維持管理費負担金 125,103,486

(4) 減 価 償 却 費 160,224,657 338,060,978

営 業 損 失 180,709,353

３　営業外収益

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 5,164

(2) 国 庫 補 助 金 3,500,000

(3) 他 会 計 補 助 金 260,328,000

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 83,078,302

(5) 雑 収 益 3,492,113 350,403,579

４　営業外費用

(1) 支 払 利 息 62,793,139

(2) 接 続 促 進 費 8,255,000

(3) 雑 支 出 2,502,417 73,550,556 276,853,023

経 常 利 益 96,143,670

５　特別損失

(1) そ の 他 特 別 損 失 2,653,848 2,653,848 △ 2,653,848

当 年 度 純 利 益 93,489,822

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 0

その他未処分利益剰余金変動額 0

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 93,489,822

２．平成29年度蟹江町下水道事業損益計算書
（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）
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開始残高 148,432,450 0 0 0 0

当年度変動額 0 0 0 0 0

当年度純利益 0 0 0 0 0

当年度末残高 148,432,450 0 0 0 0

受益者
負担金

国庫補助金 県補助金

３．平成29年度蟹江町下水道事業剰余金計算書
（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受贈財産
評 価 額

－ 7 －



（単位：円）

0 0 0 0 0 0 0 148,432,450

0 0 0 0 0 93,489,822 93,489,822 93,489,822

0 0 0 0 0 93,489,822 93,489,822 93,489,822

0 0 0 0 0 93,489,822 93,489,822 241,922,272

３．平成29年度蟹江町下水道事業剰余金計算書

利益剰余
金 合 計

資本合計

一般会計
補 助 金

減　債
積立金

利　益
積立金

建設改良
積 立 金

未処分利益
剰　余　金

剰 余 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本剰余
金 合 計

（当年度未処分利益剰余金） 

－ 8 －



（単位：円）

当年度末残高 148,432,450 0 93,489,822

議会の議決による処分額 0 0 △ 93,480,000

建設改良積立金の積立 0 0 △ 93,480,000

（繰越利益剰余金）

処分後残高 148,432,450 0 9,822

４．平成29年度蟹江町下水道事業剰余金処分計算書（案）

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

－ 9 －



（単位：円）

１　固定資産

(1)

イ 7,879,052,929

△ 135,857,268 7,743,195,661

ロ 8,144,527

△ 402,090 7,742,437

ハ 951,000

△ 261,000 690,000

ニ 148,743

△ 24,008 124,735

7,751,752,833

(2)

イ 886,821,038

886,821,038

(3)

イ 177,000

177,000

8,638,750,871

２　流動資産

(1) 671,044,739

(2) 59,755,731

△ 451,257 59,304,474

730,349,213

9,369,100,084

有 形 固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

貸 倒 引 当 金

工 具 器 具 及 び 備 品

資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

出 資 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

５．平成29年度蟹江町下水道事業貸借対照表
（平成30年３月31日）

資 産 の 部

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産

－ 10 －



３　固定負債

(1)

イ 4,293,341,977

4,293,341,977

4,293,341,977

４　流動負債

(1)

イ 107,043,530

107,043,530

(2) 37,912,195

(3)

イ 219,588

219,588

(4)

イ 2,800,120

2,800,120

147,975,433

５　繰延収益

(1)

イ 2,099,360

ロ 271,058,809

ハ 3,216,293,731

ニ 4,472,334

ホ 1,275,014,470

4,768,938,704

(2)

イ △ 42,480

ロ △ 4,522,544

ハ △ 55,119,826

ニ △ 90,803

ホ △ 23,302,649

△ 83,078,302

4,685,860,402

9,127,177,812

引 当 金 合 計

県 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

受 益 者 負 担 金

企 業 債 合 計

建設改良費等の財源に充てるための企業債

建設改良費等の財源に充てるための企業債

引 当 金

企 業 債 合 計

未 払 金

固 定 負 債 合 計

一 般 会 計 補 助 金

収 益 化 累 計 額 合 計

負 債 合 計

企 業 債

負 債 の 部

長 期 前 受 金 合 計

国 庫 補 助 金

企 業 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

賞 与 引 当 金

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

受 益 者 負 担 金

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

一 般 会 計 補 助 金

預 り 金

預 り 諸 税

預 り 金 合 計

－ 11 －



６　資本金

(1)

イ △ 351,567,550

ロ 500,000,000

148,432,450

７　剰余金

(1)

イ 93,489,822

93,489,822

93,489,822

241,922,272

9,369,100,084

資 本 金 合 計

固 有 資 本 金

資 本 金

出 資 金

資 本 金 合 計

資 本 の 部

当 年 度 純 利 益

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

－ 12 －



注　記

１ 重要な会計方針

当年度から、地方公営企業法の財務規定等を適用し、財務諸表等を作成している。

(1) 固定資産の償却の方法

イ 有形固定資産

減価償却の方法 定額法による

主な耐用年数

構築物 20年～50年

機械及び装置 15年～50年

車両運搬具 ３年～６年

工具器具及び備品 ３年～15年

ロ 無形固定資産

減価償却の方法 定額法による

主な耐用年数

施設利用権 45年

(2) 引当金の計上方法

イ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。

ロ 退職給付引当金

職員の退職手当は、愛知県市町村退職手当組合の負担金を除き、一般会計がその全額

を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上しない。

ハ 賞与引当金

職員の期末手当・勤勉手当の支給、及び当該支給に係る法定福利費の支出に備えるた

め、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から３月ま

での４か月分）を計上している。

(3) その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

イ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜経理方式によっている。

２ 貸借対照表関連

(1) 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予

定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は、 4,400,385,507円である。

３ セグメント情報の開示

蟹江町下水道事業会計は、公共下水道事業の単一セグメントであるため、記載を省略している。

－ 13 －



第 ２ 附 属 明 細 書





（単位：円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 93,489,822

減価償却費 160,224,657

引当金の増減額（△は減少） 2,800,120

長期前受金戻入額 △ 83,078,302

受取利息及び受取配当金 △ 5,164

支払利息 62,793,139

未収金の増減額（△は増加） △ 530,270

その他流動資産の増減額（△は増加） 428,000

未払金の増減額（△は減少） 3,819,183

その他流動負債の増減額（△は減少） 219,588

小計 240,160,773

利息及び配当金の受取額 5,164

利息の支払額 △ 62,793,139

業務活動によるキャッシュ・フロー 177,372,798

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 915,650,072

無形固定資産の取得による支出 △ 28,947,366

国庫補助金等による収入 391,435,185

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 135,430,537

負担金及び分担金による収入 32,819,417

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 384,912,299

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 450,500,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 94,931,229

財務活動によるキャッシュ・フロー 355,568,771

資金増加額（又は減少額） 148,029,270

資金期首残高 523,015,469

資金期末残高 671,044,739

１．平成29年度蟹江町下水道事業キャッシュ・フロー計算書
（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）
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(1)　収　入 （消費税及び地方消費税抜　単位：円）

金 額

１
下水道事業
収 益

507,755,204

１ 営 業 収 益 157,351,625

１
下 水 道
使 用 料

157,113,825

１ 下 水 道 使 用 料 157,113,825

２
そ の 他
営 業 収 益

237,800

７ 手 数 料 237,800

２ 営業外収益 350,403,579

１
受 取 利 息
及び配当金

5,164

10 預 金 利 息 5,164

２ 国庫補助金 3,500,000

11
社 会 資 本 整 備
総 合 交 付 金

3,500,000

３
他 会 計
補 助 金

260,328,000

12 一般会計補助金 260,328,000

５
長期前受金
戻 入

83,078,302

14 受贈財産評価額 42,480

15 受 益 者 負 担 金 4,522,544

16 国 庫 補 助 金 55,119,826

17 県 補 助 金 90,803

18 一般会計補助金 23,302,649

６
貸倒引当金
戻 入 益

0

19 貸倒引当金戻入益 0

７ 雑 収 益 3,492,113

21 延 滞 金 42,000

22 消費税還付加算金 28,900

23 そ の 他 雑 収 益 3,421,213

２．収益費用明細書

款 項 目 節 備 考
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（消費税及び地方消費税抜　単位：円）

金 額

３ 特 別 利 益 0

１
固 定 資 産
売 却 益

0

24 固定資産売却益 0

２
過年度損益
修 正 益

0

25 過年度損益修正益 0

款 項 目 節 備 考
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(2)　支　出 （消費税及び地方消費税抜　単位：円）

金 額

１
下水道事業
費 用

414,265,382

１ 営 業 費 用 338,060,978

１ 管 渠 費 5,484,065

８ 備 消 品 費 412,150

10 委 託 料 3,628,000

11 手 数 料 980,000

12 使用料及び賃借料 219,480

30 光 熱 水 費 16,435

52 工 事 請 負 費 228,000

２ 総 係 費 47,248,770

予算額

8,627,000
予算額

5,117,000
予算額

1,775,000
予算額

4,510,000

６ 旅 費 147,814

７ 賃 金 5,113,423

８ 備 消 品 費 212,628

９ 印 刷 製 本 費 380,300

10 委 託 料 16,551,330

11 手 数 料 11,109

12 使用料及び賃借料 1,103,400

13 修 繕 費 116,134

19 材 料 費 118,047

21 燃 料 費 69,000

22 通 信 運 搬 費 539,804

款 項

1,774,172

4,296,146

３ 賞与引当金繰入額

１ 給 料

２ 手 当 等

8,322,000

4,348,928

目 節 備 考

４ 法 定 福 利 費
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（消費税及び地方消費税抜　単位：円）

金 額

24 研 修 費 300,000

25 食 糧 費 38,025

27 負 担 金 337,580

28 保 険 料 108,680

32 報 償 費 3,245,305

34 貸倒引当金繰入額 101,145

66 公 課 費 13,800

３ 125,103,486

27 負 担 金 125,103,486

４ 減価償却費 160,224,657

34 構築物減価償却費 135,857,268

35
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 費

402,090

36
車 両 運 搬 具
減 価 償 却 費

261,000

37
工具器具及び備品
減 価 償 却 費

24,008

67
無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

23,680,291

２ 営業外費用 73,550,556

１ 支 払 利 息 62,793,139

43 企 業 債 利 息 62,793,139

２ 接続促進費 8,255,000

65 補 助 金 8,255,000

４ 雑 支 出 2,502,417

46 そ の 他 雑 支 出 2,502,417

３ 特 別 損 失 2,653,848

１
固 定 資 産
売 却 損

0

48 固定資産売却損 0

流域下水道
維持管理費
負 担 金

款 項 目 節 備 考

－ 18 －



（消費税及び地方消費税抜　単位：円）

金 額

４
過年度損益
修 正 損

0

49 過年度損益修正損 0

５
そ の 他
特 別 損 失

2,653,848

１ その他特別損失 2,653,848

款 項 目 節 備 考
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(1)　収　入 （消費税及び地方消費税抜　単位：円）

金 額

１ 資本的収入 1,551,842,160

１ 企 業 債 450,500,000

１ 企 業 債 450,500,000

１ 企 業 債 450,500,000

２
負担金及び
分 担 金

38,917,160

１
負担金及び
分 担 金

38,917,160

１ 受 益 者 負 担 金 38,917,160

２ 分 担 金 0

３
固 定 資 産
売 却 代 金

0

１
固 定 資 産
売 却 代 金

0

１ 固定資産売却代金 0

４ 国庫補助金 422,750,000

１ 国庫補助金 422,750,000

１
社 会 資 本 整 備
総 合 交 付 金

422,750,000

６
一 般 会 計
補 助 金

139,675,000

１
一 般 会 計
補 助 金

139,675,000

１ 一般会計補助金 139,675,000

７
一 般 会 計
出 資 金

500,000,000

１
一 般 会 計
出 資 金

500,000,000

１ 一般会計出資金 500,000,000

款

３．資本的収支明細書

項 目 節 備 考
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(2)　支　出 （消費税及び地方消費税抜　単位：円）

金 額

１ 資本的支出 1,041,006,728

１ 建設改良費 943,896,947

１
公共下水道
事 業 費

943,896,947

予算額

8,795,000
予算額

5,124,000
予算額

796,000
予算額

4,116,000

８ 備 消 品 費 19,548

10 委 託 料 35,385,000

23 補償及び賠償金 44,523,800

27 負 担 金 29,009,366

52 工 事 請 負 費 817,943,000

２
企 業 債
償 還 金

97,109,781

１
企 業 債
償 還 金

97,109,781

59
建設改良目的企業
債 償 還 元 金

97,109,781

款

8,402,400

２

備 考

１ 給 料

４ 法 定 福 利 費 4,092,138

項 目 節

手 当 等 4,521,695

３ 0賞与引当金支払額
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（単位：円）

（税込み）Ａ （税抜き）Ｂ

（ 決 算 ） 損益計算書

169,683,549 157,116,330

350,395,910 350,395,910

242,964 242,964

29,076,727 －

549,399,150 507,755,204

162,042,214 152,541,603

67,225,445 67,225,445

34,273,677 34,273,677

160,224,657 160,224,657

423,765,993 414,265,382

125,633,157 93,489,822

（税込み）

（ 決 算 ）

0 仮受消費税及び地方消費税 0

企 業 債 450,500,000

出 資 金 0

そ の 他 601,342,160

0

1,051,842,160

952,902,504 仮払消費税及び地方消費税 70,585,366

4,092,138

154,597,452

1,111,592,094

△ 59,749,934

59,749,934 補てん財源使用可能額 59,749,934

(1) 当年度分消費税及び
地方消費税資本的収支調整額 3,066,608

(2) 引継金 56,683,326

計

不課税
収　入

差 引 （ 当 期 純 利 益 ）

収
　
入

課 税 売 上

非 課 税 売 上

備 考

0

計 9,500,611

32,143,335

支
　
出

課 税 仕 入

税込み当期純利益 125,633,157と税抜当期
純利益 93,489,822との差額 32,143,335が
当年度分の消費税及び地方消費税資本的収
支調整額となり、このうち消費税及び地方
消費税還付金 29,076,727は翌年度において
現金化するものであるから、これを控除し
た 3,066,608を使用する。

計

非 課 税 仕 入

不 課 税 支 出

差 引

補 て ん 財 源 使 用 額

内
　
　
　
訳

地方公営企業法の財務規定等の適用に伴う
引継金 547,413,680のうち、56,683,326を
使用する。

区 分 差引　Ａ－Ｂ

４．資本的収支と補てん財源明細書

消費税及び地方消費税還付金 29,076,727

12,567,219

非 課 税 売 上 0

不 課 税 売 上 0

３ 条 収 支

区 分

４ 条 収 支

収
　
入

課 税 売 上

不 課 税 支 出 0

計 41,643,946

支
　
出

課 税 仕 入 9,500,611

非 課 税 仕 入 0

不課税支出（減価償却費）
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（１）有形固定資産明細書

構築物 6,963,077,400 7,879,052,929

機械及び装置 8,144,527 8,144,527

車両運搬具 951,000 951,000

工具器具及び備品 148,743 148,743

合 計 6,972,321,670 7,888,297,199

（２）無形固定資産明細書

施設利用権

（３）投資その他の資産明細書

出資金

資 産 の 種 類

５．固定資

年度当初現在高 当年度減少額

当年 度増 加額

28,947,366

当年度現在高当年度増加額

0

915,975,529

0

0

915,975,529

年度当初現在高

0

0

0

0

0

177,000 0 0

資 産 の 種 類

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当年 度増 加額 当 年 度 減 少 額

881,553,963

当 年 度 減 少 額

0
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（単位：円）

当年度増加額

135,857,268 7,743,195,661

402,090 7,742,437

261,000 690,000

24,008 124,735

136,544,366 7,751,752,833

（単位：円）

（単位：円）

産明細書

備 考
当年度減少額

年　度　末
償却未済高

減 価 償 却 累 計 額

累 計

135,857,268

402,090

0

261,000

24,008

136,544,366

0

0

0

0

公益財団法人愛知水と緑の公社出捐金177,000

年度 末現 在高

886,821,038

備 考年度 末現 在高

備 考当年度減価償却高

23,680,291
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当年度償還高
（円） （円）

H14 財政融資資金 H15.4.23 26,500,000 1,022,482

H14 地方公共団体金融機構 H15.4.25 29,200,000 1,238,733

H15 地方公共団体金融機構 H16.4.20 11,700,000 475,064

H15 地方公共団体金融機構 H16.4.20 20,500,000 832,377

H15 財政融資資金 H16.4.26 17,100,000 622,084

H15 簡易生命保険資金 H16.4.30 10,800,000 392,896

H16 財政融資資金 H17.5.27 28,400,000 1,017,892

H16 地方公共団体金融機構 H17.5.27 52,400,000 2,095,760

H16 地方公共団体金融機構 H17.5.27 17,300,000 691,921

H16 地方公共団体金融機構 H17.5.27 33,700,000 1,347,846

H16 簡易生命保険資金 H17.5.30 110,000,000 3,942,541

H17 財政融資資金 H18.4.26 123,200,000 4,268,395

H17 財政融資資金 H18.4.26 50,100,000 1,735,768

H17 地方公共団体金融機構 H18.5.30 67,900,000 2,603,141

H17 地方公共団体金融機構 H18.5.30 6,700,000 256,864

H17 地方公共団体金融機構 H18.5.30 52,100,000 1,997,403

H18 財政融資資金 H19.4.24 125,300,000 4,247,200

H18 財政融資資金 H19.4.24 77,200,000 2,616,790

H18 地方公共団体金融機構 H19.4.27 60,500,000 2,298,424

H18 地方公共団体金融機構 H19.4.27 24,200,000 919,369

H18 地方公共団体金融機構 H19.4.27 90,500,000 3,438,138

H19 財政融資資金 H20.4.24 96,300,000 3,222,467

H19 財政融資資金 H20.4.24 84,300,000 2,820,914

H19 地方公共団体金融機構 H20.4.25 88,200,000 3,281,486

H19 地方公共団体金融機構 H20.4.25 15,500,000 576,678

H19 地方公共団体金融機構 H20.4.25 90,200,000 3,355,896

H20 財政融資資金 H21.5.26 212,900,000 6,976,944

H20 財政融資資金 H21.5.26 85,900,000 2,813,091

H20 地方公共団体金融機構 H21.5.26 122,600,000 4,467,040

H20 地方公共団体金融機構 H21.5.26 24,500,000 892,680

種 類

建
設
改
良
費
等
の
財
源
に
充
て
る
た
め
の
企
業
債

償　　還　　高
発行年月日 発 行 総 額

６．企業債
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償 還 高 累 計
（円） （円） （円） （％）

9,737,162 16,762,838 － 1.10 H45.3.25

11,796,534 17,403,466 － 1.10 H43.3.20

3,953,639 7,746,361 － 2.00 H44.3.20

6,927,319 13,572,681 － 2.00 H44.3.20

5,157,419 11,942,581 － 2.10 H46.3.25

3,257,318 7,542,682 － 2.10 H46.3.31

7,603,153 20,796,847 － 2.00 H47.3.25

15,707,060 36,692,940 － 1.90 H45.3.20

5,185,727 12,114,273 － 1.90 H45.3.20

10,101,678 23,598,322 － 1.90 H45.3.20

29,448,826 80,551,174 － 2.00 H47.3.31

28,007,317 95,192,683 － 2.20 H48.3.25

11,389,340 38,710,660 － 2.20 H48.3.25

17,031,568 50,868,432 － 2.30 H46.3.20

1,680,582 5,019,418 － 2.30 H46.3.20

13,068,406 39,031,594 － 2.30 H46.3.20

24,143,561 101,156,439 － 2.20 H49.3.25

14,875,361 62,324,639 － 2.20 H49.3.25

13,097,128 47,402,872 － 2.10 H47.3.20

5,238,851 18,961,149 － 2.10 H47.3.20

19,591,572 70,908,428 － 2.10 H47.3.20

15,459,760 80,840,240 － 2.10 H50.3.25

13,533,311 70,766,689 － 2.10 H50.3.25

15,742,904 72,457,096 － 2.10 H48.3.20

2,766,610 12,733,390 － 2.10 H48.3.20

16,099,887 74,100,113 － 2.10 H48.3.20

27,054,203 185,845,797 － 2.10 H51.3.25

10,967,324 74,932,676 － 2.10 H51.3.25

17,321,653 105,278,347 － 2.10 H49.3.20

3,461,506 21,038,494 － 2.10 H49.3.20

備 考利率 償還終期
償　　還　　高

未 償 還 残 高 発 行 価 額

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

明細書

公共下水道事業

－ 26 －



当年度償還高
（円） （円）

H20 地方公共団体金融機構 H21.5.26 59,400,000 2,162,802

H21 財政融資資金 H22.5.26 82,400,000 2,673,604

H21 財政融資資金 H22.5.26 59,700,000 1,937,065

H21 地方公共団体金融機構 H22.5.26 67,600,000 2,435,885

H21 地方公共団体金融機構 H22.5.26 47,300,000 1,704,399

H21 地方公共団体金融機構 H22.5.26 1,600,000 57,654

H22 財政融資資金 H23.5.26 192,100,000 6,256,939

H22 財政融資資金 H23.5.26 23,700,000 771,939

H22 地方公共団体金融機構 H23.5.26 192,000,000 6,253,682

H22 地方公共団体金融機構 H23.5.26 23,600,000 768,682

H23 財政融資資金 H24.5.24 70,000,000 2,297,425

H23 財政融資資金 H24.5.24 15,600,000 511,998

H23 地方公共団体金融機構 H24.5.24 70,000,000 2,297,425

H23 地方公共団体金融機構 H24.5.24 15,600,000 511,998

H24 地方公共団体金融機構 H25.5.23 103,200,000 0

H24 地方公共団体金融機構 H25.5.23 15,300,000 0

H24 財政融資資金 H25.5.28 103,200,000 0

H24 財政融資資金 H25.5.28 15,300,000 0

H25 地方公共団体金融機構 H26.5.23 85,500,000 0

H25 地方公共団体金融機構 H26.5.23 11,100,000 0

H25 財政融資資金 H26.5.27 85,600,000 0

H25 財政融資資金 H26.5.27 11,200,000 0

H25 地方公共団体金融機構 H27.1.8 28,200,000 0

H25 財政融資資金 H27.1.23 28,200,000 0

H26 財政融資資金 H27.5.13 166,100,000 0

H26 財政融資資金 H27.5.13 18,900,000 0

H26 地方公共団体金融機構 H27.5.26 166,100,000 0

H26 地方公共団体金融機構 H27.5.26 18,900,000 0

H27 財政融資資金 H28.5.10 143,800,000 0

H27 財政融資資金 H28.5.10 11,900,000 0

種 類

建
設
改
良
費
等
の
財
源
に
充
て
る
た
め
の
企
業
債

発行年月日 発 行 総 額
償　　還　　高
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償 還 高 累 計
（円） （円） （円） （％）

8,427,488 50,972,512 － 2.10 H49.3.20

7,863,807 74,536,193 － 2.00 H52.3.25

5,697,443 54,002,557 － 2.00 H52.3.25

7,164,611 60,435,389 － 2.00 H50.3.20

5,013,109 42,286,891 － 2.00 H50.3.20

169,576 1,430,424 － 2.00 H50.3.20

12,402,755 179,697,245 － 1.80 H53.3.25

1,530,168 22,169,832 － 1.80 H53.3.25

12,396,299 179,603,701 － 1.80 H53.3.20

1,523,712 22,076,288 － 1.80 H53.3.20

2,297,425 67,702,575 － 1.60 H54.3.25

511,998 15,088,002 － 1.60 H54.3.25

2,297,425 67,702,575 － 1.60 H54.3.20

511,998 15,088,002 － 1.60 H54.3.20

0 103,200,000 － 1.40 H55.3.20

0 15,300,000 － 1.40 H55.3.20

0 103,200,000 － 1.40 H55.3.25

0 15,300,000 － 1.40 H55.3.25

0 85,500,000 － 1.40 H56.3.20

0 11,100,000 － 1.40 H56.3.20

0 85,600,000 － 1.40 H56.3.25

0 11,200,000 － 1.40 H56.3.25

0 28,200,000 － 1.10 H56.9.20

0 28,200,000 － 0.90 H56.9.25

0 166,100,000 － 1.10 H57.3.25

0 18,900,000 － 1.10 H57.3.25

0 166,100,000 － 1.20 H57.3.20

0 18,900,000 － 1.20 H57.3.20

0 143,800,000 － 0.40 H68.3.25

0 11,900,000 － 0.40 H68.3.25

利率 償還終期

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

備 考
償　　還　　高

未 償 還 残 高 発 行 価 額

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業
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当年度償還高
（円） （円）

H27 地方公共団体金融機構 H28.5.26 165,500,000 0

H27 地方公共団体金融機構 H28.5.26 11,800,000 0

H28 財政融資資金 H29.3.27 402,600,000 0

H28 財政融資資金 H29.3.27 28,400,000 0

H29 財政融資資金 H30.3.6 181,400,000 0

H29 財政融資資金 H30.3.26 15,500,000 0

H29 地方公共団体金融機構 H30.3.26 210,400,000 0

H29 地方公共団体金融機構 H30.3.26 15,600,000 0

H29 株式会社百五銀行 H30.3.28 27,600,000 0

4,847,600,000 97,109,781合 計

種 類 発行年月日 発 行 総 額
償　　還　　高

建
設
改
良
費
等
の
財
源
に
充
て
る
た
め
の
企
業
債
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償 還 高 累 計
（円） （円） （円） （％）

0 165,500,000 － 0.30 H68.3.20

0 11,800,000 － 0.30 H68.3.20

0 402,600,000 － 0.70 H69.3.1

0 28,400,000 － 0.70 H69.3.1

0 181,400,000 － 0.70 H70.3.1

0 15,500,000 － 0.70 H70.3.1

0 210,400,000 － 0.70 H70.3.20

0 15,600,000 － 0.70 H70.3.20

0 27,600,000 － 0.26 H40.3.31

447,214,493 4,400,385,507

償　　還　　高
未 償 還 残 高 発 行 価 額 利率 償還終期 備 考

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業
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１．平成29年度蟹江町下水道事業報告書

１ 概 要 

(1) 総括事項 

イ 経営の基本 

平成29年４月１日から下水道事業に地方公営企業法の財務規定を適用し、新たなスタートを切

りました。経営状況、財政状況をより明確化し、事業運営の効率化や健全化を図りながら、下水

道施設を皆さんに安心してご利用していただけるよう、下水道未普及地域の整備や適切な維持管

理に努めました。 

ロ 業務状況 

本年度末の排水区域内人口は18,439人で、前年度と比較し1,734人増加（10.4％増）し、水洗

化人口は12,459人で、前年度と比較し946人増加（8.2％増）し、普及率は10.9％増の49.0％、水

洗化率は1.9％減の67.6％となりました。 

年間排出量は、1,160,754㎥で、前年度と比較し60,930㎥の増加（5.5％増）し、有収水量は、

1,061,881㎥で、前年度と比較し42,267㎥の増加（4.1％増）し、有収率は1.3％減の91.5％とな

りました。 

ハ 経営の状況 

本年度の収益的収支は、総収益 536,830,001円（消費税及び地方消費税抜、以下「税抜」とい

う。）、総費用 411,762,965円（税抜）で、当期純利益は、93,489,822円（税抜）となりました。

資本的収支は、一般会計出資金を除く収入額 1,051,842,160円（消費税及び地方消費税込、以

下「税込」という。）、支出額 1,111,592,094円（税込）で、資本的収入額から一般会計出資金

を除いた額が資本的支出額に不足する額 59,749,934円は、当年度分消費税及び地方消費税資本

的収支調整額 3,066,608円及び引継金 56,683,326円で補てんしました。 

ニ 建設改良の状況 

本町の下水道事業は、第４次蟹江町総合計画、日光川流域関連蟹江町公共下水道事業基本計画

に基づき下水道施設の整備を行い、処理区域の拡大を図っています。 

本年度は、学戸地区の28.4haについて管渠の面整備を行い、本年度末現在の処理区域面積を

263.8haとしました。また、平成30年度に面整備を予定している富吉地区の汚水処理幹線の整備

を行い、163.4ｍ延伸しました。 
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(2)　議会議決事項

議案番号 提出年月日 議決年月日

平成29年
議案第35号

平成29年9月4日 平成29年9月22日

平成30年
議案第30号

平成30年3月1日 平成30年3月23日

(3)　行政官庁認可事項

申請(協議)先 認可(同意)年月日

愛知県知事 平成29年10月30日平成29年度起債（第1次分）協議

申請(協議)年月日

平成29年9月28日

件 名

平成29年度蟹江町下水道事業会計補正予算
（第１号）

平成30年度蟹江町下水道事業会計予算

件 名
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(4)　職員に対する事項

職名

年度

平成28年度末       -       -       -       -       -       -       -       -

平成29年度末       -       -       1       -       1       1 2      5      

比 較       -       -       -       -       -       - -      -      

(5)　料金その他供給条件の設定、変更に関する事項

該当はありません

主事 計部長 次長 課長
課長
補佐

係長
主査
主任
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２　工　事

(1)　建設工事の概況（100万円以上）

工 事 名 路線等の名称 工 事 場 所 工 事 費 着 手 日

下水道管きょ布設工事
（その29-1）

学戸新田処理分区 学戸七丁目地内 44,199,000 平成29年5月24日

下水道管きょ布設工事
（その29-2）

学戸新田処理分区 学戸六丁目地内外 48,753,360 平成29年5月24日

下水道管きょ布設工事
（その29-3）

学戸新田処理分区 学戸七丁目地内 32,037,120 平成29年5月24日

下水道管きょ布設工事
（その29-4）

学戸新田処理分区 学戸五丁目地内外 96,864,120 平成29年5月24日

下水道管きょ布設工事
（その29-5）

学戸新田処理分区 学戸五丁目地内外 88,790,040 平成29年5月24日

下水道管きょ布設工事
（その29-6）

学戸新田処理分区 学戸四丁目地内外 98,059,680 平成29年5月24日
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（消費税及び地方消費税込）

完 了 日 施 工 業 者 工 事 等 の 概 要 備 考

平成29年12月20日 ㈱大笹組

工事延長　Ｌ=474.1m
管布設工　PRPφ150mm　Ｌ=426.1m
　　　　　PRPφ200mm　Ｌ=42.3m
組立マンホール工　組立1号　Ｎ=2箇所
　　　　　　　　　組立楕円　Ｎ=1箇所
小型マンホール工　塩ビ製φ300mm　Ｎ=4箇所
取付管及び汚水桝工　Ｎ=24箇所

平成29年12月20日 東名開発㈱

工事延長　Ｌ=404.2m
管布設工　PRPφ150mm　Ｌ=396.7m
組立マンホール工　組立1号　Ｎ=7箇所
小型マンホール工　塩ビ製φ300mm　Ｎ=2箇所
取付管工　Ｎ=22箇所
汚水桝工　Ｎ=18箇所

平成29年12月20日 山田建設㈱

工事延長　Ｌ=370.6m
管布設工　PRPφ150mm　Ｌ=308.2m
　　　　　PRPφ200mm　Ｌ=53.0m
組立マンホール工　組立1号　Ｎ=3箇所
　　　　　　　　　組立楕円　Ｎ=2箇所
小型マンホール工　塩ビ製φ300mm　Ｎ=5箇所
取付管工　Ｎ=24箇所
汚水桝工　Ｎ=21箇所

平成30年1月31日 山田建設㈱

工事延長　Ｌ=394.8m
管布設工　PRPφ150mm　Ｌ=192.1m
推進工 泥水式推進 ＨＰφ500mm Ｌ=170.5mm
　　　 鋼製さや管方式推進 SPφ800mm Ｌ=14.4m
組立マンホール工　組立1号　Ｎ=5箇所
　　　　　　　　　組立2号　Ｎ=1箇所
　　　　　　　　　組立3号　Ｎ=1箇所
小型マンホール工　塩ビ製φ300mm　Ｎ=3箇所
取付管及び汚水桝工　Ｎ=6箇所
薬液注入工(M124-1～M124-2)　N=45本

平成30年1月31日 ㈱戸谷組

工事延長　Ｌ=564.3m
管布設工　PRPφ150mm　Ｌ=158.7m
　　　　　PRPφ200mm　Ｌ=257.8m
推進工 泥土圧式推進 ＨＰφ250mm Ｌ=138.3mm
組立マンホール工　組立1号　Ｎ=5箇所
　　　　　　　　　組立2号　Ｎ=1箇所
小型マンホール工　塩ビ製φ300mm　Ｎ=4箇所
取付管及び汚水桝工　Ｎ=37箇所

平成30年1月31日 ㈱加藤建設

工事延長　Ｌ=635.8m
管布設工　PRPφ150mm　Ｌ=295.3m
　　　　　PRPφ200mm　Ｌ=97.2m
推進工 泥水式推進 VPφ200mm Ｌ=214.2mm
　　　 鋼製さや管方式推進 SPφ350mm Ｌ=12.0m
組立マンホール工　組立1号　Ｎ=8箇所
　　　　　　　　　組立2号　Ｎ=2箇所
小型マンホール工　塩ビ製φ300mm　Ｎ=4箇所
取付管及び汚水桝工　Ｎ=15箇所
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工 事 名 路線等の名称 工 事 場 所 工 事 費 着 手 日

下水道管きょ布設工事
（その29-7）

学戸新田処理分区 学戸五丁目地内外 29,833,920 平成29年5月24日

下水道管きょ布設工事
（その29-8）

学戸新田処理分区 源氏四丁目地内外 26,987,040 平成29年5月24日

下水道管きょ布設工事
（その29-9）

学戸新田処理分区 学戸一丁目地内外 52,741,800 平成29年5月24日

下水道管きょ布設工事
（その29-10）

学戸新田処理分区 学戸一丁目地内 53,832,600 平成29年5月24日

下水道管きょ布設工事
（その29-11）

学戸新田処理分区 学戸一丁目地内 37,889,640 平成29年5月24日

下水道管きょ布設工事
（その29-12）

学戸新田処理分区 学戸一丁目地内外 67,890,960 平成29年5月24日
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完 了 日 施 工 業 者 工 事 等 の 概 要 備 考

平成29年12月20日 東名開発㈱

工事延長　Ｌ=365.2m
管布設工　PRPφ150mm　Ｌ=173.2m
　　　　　PRPφ200mm　Ｌ=186.0m
組立マンホール工　組立1号　Ｎ=4箇所
小型マンホール工　塩ビ製φ300mm　Ｎ=3箇所
取付管工　Ｎ=25箇所
汚水桝工　Ｎ=23箇所

平成29年12月20日 ㈱戸谷組

工事延長　Ｌ=552.7m
管布設工　PRPφ150mm　Ｌ=539.6m
組立マンホール工　組立1号　Ｎ=3箇所
　　　　　　　　　組立楕円　Ｎ=3箇所
小型マンホール工　塩ビ製φ300mm　Ｎ=5箇所
取付管工　Ｎ=14箇所
汚水桝工　Ｎ=12箇所

平成30年1月31日 ㈱大笹組

工事延長　Ｌ=700.0m
管布設工　PRPφ150mm　Ｌ=682.5m
組立マンホール工　組立1号　Ｎ=6箇所
　　　　　　　　　組立楕円　Ｎ=2箇所
小型マンホール工　塩ビ製φ300mm　Ｎ=8箇所
取付管及び汚水桝工　Ｎ=59箇所

平成29年12月20日 山田建設㈱

工事延長　Ｌ=597.2m
管布設工　PRPφ150mm　Ｌ=582.4m
組立マンホール工　組立1号　Ｎ=7箇所
　　　　　　　　　組立楕円　Ｎ=1箇所
小型マンホール工　塩ビ製φ300mm　Ｎ=7箇所
取付管工　Ｎ=41箇所
汚水桝工　Ｎ=37箇所

平成29年12月20日 ㈱加藤建設

工事延長　Ｌ=510.5m
管布設工　PRPφ150mm　Ｌ=496.9m
組立マンホール工　組立1号　Ｎ=5箇所
　　　　　　　　　組立楕円　Ｎ=3箇所
小型マンホール工　塩ビ製φ300mm　Ｎ=10箇所
取付管工　Ｎ=47箇所
汚水桝工　Ｎ=42箇所

平成30年1月31日 海部建設㈱

工事延長　Ｌ=627.7m
管布設工　PRPφ150mm　Ｌ=321.3m
　　　　　PRPφ200mm　Ｌ=244.3m
          VUφ100mm　 Ｌ=43.7m
推進工 鋼製さや管方式推進 SPφ350mm Ｌ=12.4m
組立マンホール工　組立1号　Ｎ=6箇所
　　　　　　　　　組立2号　Ｎ=2箇所
　　　　　　　　　組立楕円　Ｎ=1箇所
小型マンホール工　塩ビ製φ300mm　Ｎ=5箇所
                  塩ビ製φ200mm　Ｎ=3箇所
取付管及び汚水桝工　Ｎ=41箇所
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工 事 名 路線等の名称 工 事 場 所 工 事 費 着 手 日

下水道管きょ布設工事
（その29-13）

学戸新田処理分区 学戸四丁目地内 10,105,560 平成29年5月24日

下水道管きょ布設工事
（その29-14）

富吉南処理分区
大字蟹江新田
字大海用地内

53,460,000 平成29年8月23日

舗装復旧工事
（その1）

学戸新田処理分区 学戸六丁目地内外 86,400,000 平成29年5月12日

舗装復旧工事
（その2）

学戸新田処理分区 学戸七丁目地内外 28,080,000 平成29年9月22日

舗装復旧工事
（その3）

学戸新田処理分区 学戸四丁目地内 4,212,000 平成29年12月20日

公共桝設置及び
取付管布設工事

学戸新田処理分区 今西一丁目地内 1,080,000 平成29年6月2日

公共桝設置及び
取付管布設工事

駅北処理分区外 桜一丁目地内外 1,188,000 平成29年9月21日

舗装復旧工事 駅北処理分区外 桜二丁目地内外 1,134,000 平成29年5月26日

舗装復旧工事 学戸新田処理分区外 今西二丁目地内外 1,080,000 平成29年10月6日

舗装復旧工事 駅北処理分区外 桜二丁目地内外 1,188,000 平成30年1月19日
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完 了 日 施 工 業 者 工 事 等 の 概 要 備 考

平成29年9月29日 東名開発㈱

工事延長　Ｌ=53.5m
管布設工　PRPφ200mm　Ｌ=46.9m
小型マンホール工　塩ビ製φ300mm　Ｎ=1箇所
角型マンホールトイレ Ｎ=7箇所
構造物取壊し　Ｖ=4.6㎥
Ｕ型側溝布設工 Ｌ=48.5m
土のう撤去・積工 Ａ=9.5㎡

平成30年2月16日 ㈱加藤建設
工事延長　Ｌ=165.3m
推進工 泥土圧式推進 ＲＳφ350mm Ｌ=163.4mm
組立マンホール工　組立2号　Ｎ=1箇所

平成29年9月29日 ㈱加藤建設

工事延長 Ｌ=4,991.7m
幅員 Ｗ=0.60m～9.75m
再生密粒度アスコンｔ=5cm Ａ=15,078㎡
再生密粒度アスコンｔ=3cm Ａ=438㎡
再生粗粒度アスコンｔ=5cm Ａ=1,226㎡
土工　1式
区画線工　1式

平成30年1月31日 海部建設㈱

工事延長 Ｌ=1,060.5m
幅員 Ｗ=0.65m～8.80m
再生密粒度アスコンｔ=5cm Ａ=4,421㎡
再生密粒度アスコンｔ=3cm Ａ=140㎡
再生粗粒度アスコンｔ=5cm Ａ=919㎡
土工　1式
区画線工　1式

平成30年1月31日 ㈱加藤建設

工事延長 Ｌ=88.2m
幅員 Ｗ=2.80m～9.00m
再生密粒度アスコンｔ=5cm Ａ=563㎡
区画線工　1式
雑工　1式

平成29年7月14日 山田建設㈱
取付管布設工　3箇所
ます設置工　  3箇所

平成29年10月31日 ㈱大笹組
取付管布設工　5箇所
ます設置工　  5箇所

平成29年7月31日 ㈱加藤建設
再生密粒度アスコンｔ=5cm Ａ=99㎡
区画線工　1式

平成29年11月17日 ㈱加藤建設
再生密粒度アスコンｔ=5cm Ａ=91㎡
区画線工　1式

平成30年2月28日 ㈱加藤建設
再生密粒度アスコンｔ=5cm Ａ=100㎡
再生粗粒度アスコンｔ=5cm Ａ=2㎡
区画線工　1式
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工 事 名 路線等の名称 工 事 場 所 工 事 費 着 手 日

実施詳細設計委託業務 富吉南処理分区外 富吉三丁目地内外 33,139,800 平成29年5月18日

(2)　改良工事の概況

該当はありません

(3)　保存工事の概況

該当はありません
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完 了 日 施 工 業 者 工 事 等 の 概 要 備 考

平成29年12月20日
中日本建設コンサ
ルタント㈱

詳細設計（推進工法）　Ｌ=841m
詳細設計（開削工法）　Ｌ=1,318m
測量（現地測量等）　Ｎ=1式
調査（地質調査）　Ｎ=3箇所
設計（積算資料作成）Ｎ=16本
設計（変更積算資料作成） N=13本
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３　業　務

(1)　業務量

増 減 比率（％）

（人） 37,612 37,761 △ 149 99.6

（人） 18,439 16,705 1,734 110.4

（％） 49.0 44.2 4.8 110.9

（人） 12,459 11,513 946 108.2

（％） 67.6 68.9 △ 1.3 98.1

（㎥） 1,160,754 1,099,824 60,930 105.5

（㎥） 1,061,881 1,019,614 42,267 104.1

１月平均 （㎥） 88,490 84,968 3,522 104.1

１日平均 （㎥） 2,909 2,793 116 104.1

（％） 91.5 92.7 △ 1.2 98.7

水 洗 化 率

年 間 排 出 量

年間有収水量

有 収 率

区 分

水 洗 化 人 口

平成29年度末

行政区域内人口

排水区域内人口

普 及 率

平成28年度末
比 較
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(2)　事業収入に関する事項 （消費税及び地方消費税抜）

金 額 構成比 金 額 構成比 増 減 比率
（円） （％） （円） （％） (円） （％）

営業収益 157,351,625 30.9 -            -    -            -    

下水道使用料 157,113,825 30.9 -          -    -            -    

その他営業収益 237,800 0.0 -          -    -            -    

営業外収益 350,403,579 69.1 -            -    -            -    

受取利息及び配当金 5,164 0.0 -          -    -            -    

国庫補助金 3,500,000 0.7 -          -    -            -    

他会計補助金 260,328,000 51.3 -          -    -            -    

長期前受金戻入 83,078,302 16.4 -          -    -            -    

貸倒引当金戻入益 0 0.0 -          -    -            -    

雑収益 3,492,113 0.7 -          -    -            -    

特別利益 0 0.0 -            -    -            -    

固定資産売却益 0 0.0 -          -    -            -    

過年度損益修正益 0 0.0 -          -    -            -    

507,755,204 100.0 -          -    -            -    

区 分

平成29年度 平成28年度 比 較

合 計

－ 44 －



(3)　事業費用に関する事項 （消費税及び地方消費税抜）

金 額 構成比 金 額 構成比 増 減 比率
（円） （％） （円） （％） (円） （％）

営業費用 338,060,978 81.6 -            -    -            -    

管渠費 5,484,065 1.3 -          -    -            -    

総係費 47,248,770 11.4 -          -    -            -    

流域下水道維持管理費
負担金

125,103,486 30.2 -            -    -            -    

減価償却費 160,224,657 38.7 -          -    -            -    

営業外費用 73,550,556 17.8 -            -    -            -    

支払利息 62,793,139 15.2 -          -    -            -    

接続促進費 8,255,000 2.0 -          -    -            -    

雑支出 2,502,417 0.6 -          -    -            -    

特別損失 2,653,848 0.6 -            -    -            -    

固定資産売却損 0 0.0 -          -    -            -    

過年度損益修正損 0 0.0 -            -    -            -    

その他特別損失 2,653,848 0.6 -          -    -            -    

414,265,382 100.0 -            -    -            -    

区 分

平成29年度 平成28年度 比 較

合 計
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４　会　計

(1)　重要契約の要旨（1,000万円以上） （消費税及び地方消費税込）

契約年月日 契約金額 契約の内容 契約の相手方
（円）

平成29年5月23日 44,199,000
下水道管きょ布設工事
（その29-1）

㈱大笹組

平成29年5月23日 48,753,360
下水道管きょ布設工事
（その29-2）

東名開発㈱

平成29年5月23日 32,037,120
下水道管きょ布設工事
（その29-3）

山田建設㈱

平成29年5月23日 96,864,120
下水道管きょ布設工事
（その29-4）

山田建設㈱

平成29年5月23日 88,790,040
下水道管きょ布設工事
（その29-5）

㈱戸谷組

平成29年5月23日 98,059,680
下水道管きょ布設工事
（その29-6）

㈱加藤建設

平成29年5月23日 29,833,920
下水道管きょ布設工事
（その29-7）

東名開発㈱

平成29年5月23日 26,987,040
下水道管きょ布設工事
（その29-8）

㈱戸谷組

平成29年5月23日 52,741,800
下水道管きょ布設工事
（その29-9）

㈱大笹組

平成29年5月23日 53,832,600
下水道管きょ布設工事
（その29-10）

山田建設㈱

平成29年5月23日 37,889,640
下水道管きょ布設工事
（その29-11）

㈱加藤建設

平成29年5月23日 67,890,960
下水道管きょ布設工事
（その29-12）

海部建設㈱

平成29年5月23日 10,105,560
下水道管きょ布設工事
（その29-13）

東名開発㈱

平成29年8月22日 53,460,000
下水道管きょ布設工事
（その29-14）

㈱加藤建設

平成29年5月11日 86,400,000 舗装復旧工事（その1） ㈱加藤建設

平成29年9月21日 28,080,000 舗装復旧工事（その2） 海部建設㈱

平成29年5月17日 33,139,800 実施詳細設計委託業務 中日本建設コンサルタント㈱

平成30年1月22日 10,897,200
下水道工事に伴う瓦斯管物件
移転補償

蟹江瓦斯協同組合

平成30年3月5日 33,582,600
下水道工事に伴う水道管物件
移転補償

蟹江町水道事業
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(2)　企業債及び一時借入金の概況

イ　企業債 （単位：円）

借 入 高 償 還 高

財政融資資金 2,233,481,490 196,900,000 45,812,997 2,384,568,493

地方公共団体金融機構 1,721,084,505 226,000,000 46,961,347 1,900,123,158

簡易生命保険資金 92,429,293 0 4,335,437 88,093,856

市中銀行 0 27,600,000 0 27,600,000

合 計 4,046,995,288 450,500,000 97,109,781 4,400,385,507

ロ　一時借入金

該当はありません

５　その他

借 入 先 前年度末残高 本年度末残高
本 年 度

(1) 他会計補助金等の使途について（収益的収入及び支出） 

イ 他会計補助金 260,328,000円のうち、176,980,797円については、減価償却費（不課税支出）に 

77,146,355円（特定収入以外）、企業債利息（非課税支出）に 62,793,139円（特定収入以外）、職

員給与費等（不課税支出、非課税支出）に 18,719,022円（特定収入以外）、賃金（不課税支出）に 

4,974,438円（特定収入以外）、接続促進費（不課税支出）に 4,755,000円（特定収入以外）、報償

費（不課税支出）に 3,214,990円（特定収入以外）、委託料（課税支出）に 1,944,000円（特定収

入）、その他特別損失（不課税支出）に 2,653,848円（特定収入以外）、負担金（不課税支出）に

337,580円（特定収入以外）、研修費（不課税支出）に 300,000円（特定収入以外）、貸倒引当金繰

入額（不課税支出）に 101,145円（特定収入以外）、使用料及び賃借料（非課税支出）に 27,480円

（特定収入以外）、公課費（不課税支出）に 13,800円（特定収入以外）をそれぞれ充当しました。 

ロ 社会資本整備総合交付金 3,500,000円については、全額を接続促進費（不課税支出、特定収入以

外）に充当しました。 

(2) 他会計補助金等の使途について（資本的収入及び支出） 

イ 他会計補助金 139,675,000円については、企業債償還金（不課税支出）に97,109,781円（うち、

特定収入 89,133,733円、特定収入以外 7,976,048円）、補償及び賠償金（不課税支出）に

42,565,219円（特定収入以外）をそれぞれ充当しました。 

ロ 社会資本整備総合交付金 422,750,000円については、全額を委託料及び工事請負費（課税支出、

特定収入）に充当しました。 

ハ 受益者負担金 38,917,160円については、全額を委託料及び工事請負費（課税支出、特定収入）

に充当しました。 
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